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概要： 持続可能な社会を目指す中、オリンピックを始めとしたスポーツイベントを対象に、環境情報を機関投資家

に向けて発信する事が求められている。企業レベルでは CDP で環境情報を開示しているが、スポーツ団体の環境評価

の開示事例は少ない。またスポーツイベント評価は多いが、組織評価の研究が少ない事から本研究では、スポーツ団

体の環境格付が可能となる評価プログラムの開発を行った。本研究の成果はスポーツ団体を対象とした評価プログラ

ム構築に向けた基礎資料として活用する。 

 

Summary:  In order to build a sustainable society, it is required to disseminate environmental information to investors for sports 

events such as the Olympics. At the corporate level, environmental information is disclosed through CDP questionnaires.  

However, there are few examples of disclosure of environmental assessments by sports organizations. 

There are many environmental evaluations of events as sports, but few studies on environmental evaluation as an organization. 

Therefore, in this study, I developed an evaluation program that enables environmental rating system of sports organizations. 

The results of this research can be used as basic data for constructing an evaluation program for sports organizations. 
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 本研究は、2020 年 3 月11 日～12 日に開催される第15 回日本LCA 学会において発表予定である。 

 

1.はじめに 

2018 年、COP24 でパリ協定の運用指針と共に、目標達

成に向けて「スポーツを通じた気候行動枠組み 1）」が採

択された。本枠組は、①スポーツ・コミュニティの気候

変動対応、②気候変動の市民の認知向上の手段としての

スポーツ活用を目的としており、スポーツ業界にも一般

企業と同様に環境問題への貢献が国際的に求められてい

る。 

スポーツに関する環境評価事例は、イベント評価を対象

とした事例が多く、スポーツ団体という組織を対象とし

た 環 境 評 価 の 事 例 は 海 外 で Responsiball2) や

SportPositiveSummit3)等が行っているが、国内では数少な

い。CDP4)に参加しているスポーツ団体は、回答が不十分

な「F 評価」が多い課題がある事からスポーツ団体の組

織レベルの評価までには至っておらず新たな組織評価手

法が必要である。 

 

1.1研究目的 

 本研究では、スポーツ団体を対象にカーボンフットプ

リント（CFP）を実施する。また、CDP4)気候変動の質問

項目を活用して、スポーツ団体に則した質問書を作成す

る。作成した質問書は、スポーツ団体に回答してもらい、

スポーツ業界全体で見える化が可能となるスコアリング

評価手法の開発を試みる。 

2. 方法 

2.1算定方法  

本研究の算定方法を表 1 に示す。 

表 1 算定方法 

評価対象 株式会社ヴァンフォーレ山梨スポーツクラブ 

算定式 CFP＝Σ(活動量×GHG 排出原単位) 

活動量 

1次データ 

株式会社ヴァンフォーレ山梨スポーツクラブ 

平成30 年3 月～平成31 年2 月 

原単位 

・産業連関表による 

環境負荷原単位データブック(3EID) 2015 

・サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出

等の算定のための排出原単位データベース（Ver.2.4 ） 

機能単位 

1年間のスポーツ団体の事業活動 ※試合前を含む 

全56試合中ホーム30試合 

(J リーグ:21 試合/ ルヴァン杯: 5試合/ 天皇杯: 4試合） 

試合会場 
山梨中銀スタジアム（小瀬スポーツ公園） 

収容人数：17000人 

ホームゲーム 

来場者数 
合計：155054人 平均：7384人 

ホームサポーター 

入場率と移動時間 

ホームサポーター入場者率：92.5％  

(過去10年の平均)  

ホームサポーター移動時間(60 分以内)：91.7％ 

※総合球技場検討委員会 報告書平成28年12月22日より
5)

 

来場者の移動 
山梨中銀スタジアムまで平均10kmと仮定 

甲府駅→山梨中銀スタジアム（6.2km） 



 

2.2評価範囲  

本研究の評価範囲を図 1 に示す。 

 

図 1 スポーツ団体の評価範囲 

 主催者(フロント・チーム)は、スポーツ団体の選手の

獲得や試合開催を担うクラブオフィスやグッズを販売す

る専門店、トップチーム、アカデミーといった選手・ス

タッフを対象としてまとめている。 

 スタジアム・クラブ施設は、ヴァンフォーレ甲府のホ

ームスタジアムとされている山梨県 小瀬スポーツ公園

にある陸上競技場の「山梨中銀スタジアム」、ヴァンフォ

ーレ甲府が使用している施設の「韮崎クラブハウス、昭

和グラウンド、八田河川敷グラウンド、山梨大学医学部

グラウンド、医学部管理棟」を対象としてまとめている。  

来場者は、ヴァンフォーレ甲府のサポーターだけを対

象としてまとめている。 

図 2 でそれぞれの施設を地図上でまとめた。 

 

図 2 ヴァンフォーレ甲府の施設まとめ 

 

2.3 SPORT CDP評価 

本研究では、CFP の結果で負荷が大きかった項目と

CDP 気候変動質問書を活用し、重要な質問項目を選別し

配点を割り振った。 

本研究の SPORT CDP 評価の配点表を表 2 に示す。 

表 2 SPORT CDP 評価の配点表 

 

 一般的な CDP 気候変動では、100 以上質問があるが、

簡易質問書の中でも、重要とされている質問項目を選別

し、スコアリング方法では、同様の割合で評価を行った。 

 本研究では、SPORT CDP として一般的な CDP では

「情報開示、認識、マネジメント、リーダーシップ」の

4 段階レベルで構成されているスコアリング方法を、環

境情報に対するスポーツ団体の現管理体制に則した方法

として、「組織体制」という環境情報の管理体制に対する

段階を加えた、「組織体制、情報開示、認識、マネジメン

ト、リーダーシップ」の 5 段階レベルでスコアリング評

価を実施する。また、5 段階レベルでの評価のため「D- 、

D 、C- 、C 、B- 、B 、A 、A＋」をそれぞれの配点

に対して得られた得点の割合を CDP から活用し定めた。 

 

3. 結果 

3.1カーボンフットプリントの結果 

「株式会社ヴァンフォーレ山梨スポーツクラブ」の 1

年間の事業活動の GHG 排出量は、「2320 t-CO₂eq」で観

客 1 人当たり「14 kg-CO₂eq」だった。図 3 で勘定科目別

CFP 構成比、図 4 で勘定科目別 CFP 結果、図 5 で主体別

CFP 結果、図 6～10 で主体別 CFP 結果内訳を示す。 

 

図 3 勘定科目別 CFP 構成比 

  図 3 で示した勘定科目別 CFP 構成比では、1 次デー

タの金額に対する CFP 結果の割合を見ると、遠征経費で

は金額に対しての GHG 排出量が多くなっているが、業

務委託費では反対に、排出量の割合が少なくなっている。 



 

 

図 4 勘定科目別 CFP 結果 

 勘定科目別 CFP 結果では、遠征経費、広告宣伝費、グ

ッズ売上、付帯経費の順で大きい結果となった。 

 遠征経費では「航空輸送」の影響が大きく、広告宣伝

費では、「新聞」での広告料が大きいことが影響している。 

 

図 5 主体別 CFP 結果まとめ 

 主体別 CFP 結果まとめでは、システム境界での 3 つの

主体の中で、「主催者（フロント・チーム）」が最も大き

い結果となり、その中でもトップチーム、クラブオフィ

スが大きく影響していた。 

 

図 6 主体別 CFP 結果内訳 トップチーム 

トップチームの結果の内訳では、「航空輸送」「織物製

衣服」「宿泊業」が大きく、試合のための遠征による航空

輸送が影響している。ユニフォームやスタッフウェア、

サポスタシャツなどの影響している。遠征先での宿泊が

影響している。 

 

図 7 主体別 CFP 結果内訳 クラブオフィス 

 クラブオフィスの結果の内訳では、「洋紙・和紙」「道

路貨物輸送（自家輸送を除く。）」「新聞」が大きかった。 

「洋紙・和紙」では、事務所でのチラシや MDP（マッ

チデープログラム）等での紙の使用が多いため、影響が

大きかった。「道路貨物輸送（自家輸送を除く。）」では、

試合開催や遠征の際の荷物の運搬費が、「新聞」では、事

務所からヴァンフォーレ甲府の広告として新聞に掲載し

ていることが影響している。 

 
図 8 主体別 CFP 結果内訳 アカデミー 

主体別 CFP 結果上位内訳では、①トップチームが最も

GHG 排出量の多いという結果となった。  

①トップチームでは、航空輸送の負荷が大きく、これ

は外国人選手の家族も含めたエアーチケットに該当し、

織物性衣服はユニフォームが影響している。 

 

図 9 主体別 CFP 結果内訳 来場者の移動 



 

来場者の移動を、図 9 の内円に大会別結果で、外円に

移動手段別内訳結果で示した。大会別に見ると、年間ホ

ーム 30 試合中(J2 リーグ：21 試合、天皇杯：4 試合、ル

ヴァン杯：5 試合)で、試合数が多い J リーグの試合での

移動が多い。 

今回は、ホームスタジアム開催によるホームサポータ

ーの来場者の移動について結果出したが、アウェイの移

動も考慮するとさらに多くのGHGが排出される。また、

J1 リーグの上位チームや天皇杯優勝チームとして出場

できる、ACL と言われるアジアチャンピオンズリーグに

よるアジア圏への海外遠征も含むクラブチームはさらに

移動の排出量が増えることが想定される。 

 

図 10 主体別 CFP 内訳結果 スタジアム・クラブ施設 

 スタジアム・クラブ施設では、山梨中銀スタジアム、

昭和グラウンド、選手寮の順で大きい結果となった。 

 山梨中銀スタジアムでは、「洋紙・和紙」はピッチシー

ト代、「警備業」は毎試合 47 名程が、「スポーツ施設提供

業・公園・遊園地」では試合運営費全般が影響している。 

 

3.2 SPORT CDP評価の結果 

ヴァンフォーレ甲府の評価結果を図 11 に示す。 

 

図 11 SPORT CDP 評価結果 

試験的な回答での評価結果では、組織体制と情報開示

レベルでの回答の割合が大きく占めたが、認識レベルで

は 44 - 79％以内の回答率で「B」評価となった。 

認識レベルでは、本研究での CFP の算定結果を用いて

排出量算定で回答は得られたが、スポーツ団体の気候変

動に対する中長期的な計画が必要な「事業戦略、気候関

連目標、カーボンプライシング制度、公共政策協働」と

いった質問項目での回答が得られなかった事が認識レベ

ルの評価となった要因である。 

しかし、「B」評価ではあるが、その他の質問への回答

により、マネジメントの「A」やリーダーシップの「A

＋」での得点が高いことから、認識レベル「B」の質問

項目への回答率を高めることで、さらに評価が高まる可

能性が高い結果となった。より高い評価を得るには、「持

続可能なスポーツ団体」の運営とその事業活動の回答や

情報開示がさらに必要である。 

 

4. まとめ 

本研究では、スポーツ団体の CFP の算定と SPORT CDP

評価を行った。主体別 CFP の結果は、総 GHG 排出量が

2230 t-CO₂eq で、主催者が最も大きく、①トップチーム、

②クラブオフィス、③アカデミー、④山梨中銀スタジア

ムの順の結果となった。 

本算定の CFP 結果を活用し SPORT CDP に反映した。

ヴァンフォーレ甲府は、本研究の SPORT CDP では、「B」

評価という結果となった。試験的な評価をフットボール

クラブを対象に実施する事で、気候変動対策や取組みを

行う上で戦略を提言する事が出来た。 

 

5. 課題 

スポーツ界全体として環境情報開示に向けた体制が整

っていない現状があるため、SPORT CDP 回答に向け、

環境分野の専門的知識が組織内に必要となる。 

 特に、排出量算定の質問項目の回答では、本研究のCFP

算定を行った結果を用いている為、スポーツ団体自身で

の算定と回答を行える事が課題である。 

 また、一般企業を対象とした質問数より少ない項目で

作成し、得られる環境情報が限られるため、評価と活用

をさらに進めつつ、適宜更新し回答の質を上げていくこ

とが求められる。 
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